
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

～インセンティブ制度の導入を！！～ 
 

Ａ．２０００年度から５年ごとの保険給付費は６５億円、１５１億

円、１９７億円、２７６億円、月額の保険料基準額は２８８４円、

３２０５円、４２６０円、５６６１円、第１号被保険者数は５６６７７

人、７０７６２人、８５５９２人、１００１２３人、要介護認定者数は

４８６７人、９８６８人、９９７３人、１３５２４人となっている。 
 

Ａ．後期高齢者人口の増加に伴い介護サービス受給者数の

更なる増加が見込まれることから２０２５年の保険料基準額は

月額８１６１円と推計している。 

★意 見★ 

持続可能な介護保険制度を維持していくために、保険 

給付費の抑制により力をいれるべき。介護保険を全く 

利用されていない方に対する介護保険料の減免など、 

健 康 増 進 や 介 護 予 防 の 意 識 向 上 に も 繋 が る      

インセンティブ制度の導入を検討して欲しい。 

～啓発だけでは防げない！！～ 
 

Ａ．平成２８年は約３億円（１０８件）、２９年は約２億円（６８

件）、３０年は約２億円（８８件）。本年は８月末で約１．１億円

（８４件）。被害者の８割強が６５歳以上の高齢者で、約８割

の方が特殊詐欺被害の手口などの情報を得ており、自分は

詐欺被害にかからないと回答している。 
 

Ａ．防犯機能付電話機の設置や携帯電話への切替え補助

は、対象者の選定にもよるが、費用面で課題があるが、費用

対効果のある物理的、機械的な対策を研究する。 

★意 見★ 

特殊詐欺被害の手口などの情報を得ている高齢者の 

割合がかなり高い一方で被害件数が減らないことを 

重視し、意識啓発だけでなく、物理的な対策を早急に 

実施し、市民の財産を守るべき。 

 

～新たな居場所や生きがいづくりを！！～ 
 

Ａ．退職後の高齢者にとっての生きがいや居場所については、

それぞれの考え方や状況により異なると考えるが、新たな  

仕事や職場もその一つになり得ると考えている。 

本市における高齢者の就業状態については、平成２７年度で、

６５歳以上の９９９７９人のうち、２１４５７人の方が就業して  

おり、８１９人の方が就業を希望するも失業状態にある。 

★要 望★ 

経済的な支援としての就労支援事業としてだけでなく、

高齢者の生きがいや居場所づくり支援として、高齢者の

老後のキャリア形成に関する相談や助言なども    

今後、積極的に行って欲しい。 

 

～第 2、第３のキャリアプラン形成へ！！～ 
 

Ａ．要介護状態に至る要因は、脳血管疾患や関節疾患・  

高齢化による身体・運動・生活機能の低下、転倒による骨折

などがきっかけとなることが多く、不活発な生活や低栄養等が

原因で起こりやすくなる。また、認知症の発症原因は、    

遺伝的な要因、高血圧症、糖尿病などの疾患、食事や   

運動などのライフスタイルが関連していると言われている。 
 

Ａ．生きがいを持つことで生活にはりが出て、活動性が高まる

と考えられることから、介護予防につながると考えている。 

★要 望★ 

生きがいを持つことが、介護予防に繋がることを念頭に

介護予防、認知症予防事業に取り組んで欲しい。   

一人でも多くの高齢者が希望の持てる第２、第３の  

キャリアプランを立てられる支援を検討して欲しい。 

か ん ば ら こ う い ち ろ う 

神 原 宏 一 郎 の 

つ な が り 通 信 
 ～生活・社会そして人・・・すべては政治とつながっている～ 
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仕事と家事育児の 

両立に奮闘中！！ 

次女の離乳食開始 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

発行元 前向きひろば ～Positive Square～ 
 

〒560-0021 豊中市本町 3-1-20 エルビル 2 階 
ＴＥＬ＆ＦＡＸ：06-6854-5664  
平日（土・祝日は除く）の 10 時から 17 時はスタッフがおります。  

ｙoung_spiritjp@yahoo.co.jp 
http://www.geocities.jp/positive_square/ 
Facebook 活用しています！！ 
「つながり日記」毎日 HP で更新中！！ 

※ご希望の方には通信を無料でお届けします。お気軽にご連絡ください。 

～性別役割分担意識の解消が不可欠！！～ 
 

Ａ．家庭や地域、職場などで未だに固定的な性別役割分担 

意識があり、女性の就労継続やワーク・ライフ・バランスなど 

課題は多い。そのため、男女の不平等な制度や慣行の見直

し、性別役割分担意識の解消をはじめ、女性の多様な働き方

支援などに向けた環境整備及び DV 被害者支援などが必要。 
 

Ａ．「男は仕事、女は家事・育児」という性別役割分担意識は、

平成２２年と平成２７年で比べると、賛成は、男性が７１．７％

から６０．８％、女性が５６．４％から４８．１％に、反対は、   

男性が１９．７％から２７．１％、女性が３２．０％から３９．３％

に、改善傾向がみられる。また、平成３０年の専業主婦世帯と

共働き世帯の割合は１対２となっている。 
 

Ａ．平成２８年の６歳未満の子どもを持つ共働き世帯の一日 

あたりの家事・育児に費やす時間は、夫が８４分、妻が３７０分 

★意 見★ 

女性の社会進出が進んでも、性別役割分担意識が根強い

と、職場や社会における家事や育児に対する理解や  

配慮はなかなか得られない。性別役割分担意識の解消に

向けた啓発をより積極的に行うべき。また、子育て中や

介護中であっても仕事が続けられるよう、一層の子育て

支援や介護サービスの充実、女性のスムーズな職場  

復帰や再就職できるための支援に努めるべき。 

～国際理解を進める施策展開を！！～ 
 

 

Ａ．今年４月末で外国籍市民は５６６１人、国籍は９３か国。

主に韓国・朝鮮が１９８９人、中国が１５２９人、ベトナムが 

４５３人、フィリピンが２４１人、台湾が１７３人で、「特別   

永住者」が１５１２人、「永住者」が１４６８人、「技能実習」が

７５４人、「留学」が６９７人、「日本人の配偶者等」が    

３３０人。語学に関することや子どもの進学に関する相談が

多く、国際交流センターで日本語教室や母語教室、    

学習支援などの子どもをサポートする事業を行っている。 

★要 望★ 

様々な課題を抱えながら、相談や、支援を受けること

が出来ない方を作らないように、国際交流センターの

周知に努めて欲しい。一方で、ワールドカップや   

オリンピック・パラリンピックなど様々な国際   

イベントの出場者が海外から来られる際に、    

ホストタウンになり、市民が外国人と交流し、    

外国の文化を理解する機会を提供し、市民の国際  

理解度を向上したり、他国に対する心理的距離を  

縮める機会を可能な限り創出して欲しい。 

～他院の経営改革の研究を！！～ 
 

Ａ．平成２９年度に比べ医業収益は増加したが、給与費、

材料費等の医業費用も増加し、純損失が増加した。施設

や設備を適切に維持更新し、質の高い医療を安定的に 

提供していくためには、資金剰余額を継続的に蓄積していく

ことが重要であり、赤字収支からの改善が必要と考えている 
 

Ａ．地域の医療ニーズを的確に捉え創意工夫を図り、黒字

収益をあげている医療機関もあると聞いており、地域特性や

診療規模、施設設備等の諸条件は異なるが、民間活力や

ICT の活用など、他院の工夫を参考にしながら、導入の  

可能性について検討を行い、効率的な業務運営を図る。 

★意 見★ 

質の高い医療と効率的で安定的な病院経営を確保して

いくためには収支の黒字化は不可欠。黒字収益を  

上げている他院の調査を引き続き行い、他院の経営 

改革手法や収支改善策、業務改善策などを積極的に 

取り入れるべき。 

～より幅広い産婦支援を！！～ 
 

Ａ．産後ケア事業は、母親の心身の不調や育児に不安が  

ある人、養育を安定して行うことが出来ないと思われる人、 

家庭等から産後の支援が得られない出産後３か月未満の 

産婦とその子どもを対象に、委託医療機関で、産婦のケアと 

して、母体の休養、授乳指導、心理面のケアや生活面の  

指導、子どものケアとして、発育発達の確認やスキンケア、 

育児に関する相談・指導等を行っている。 

★意 見★ 

産後の家事育児の負担軽減を目的に、産褥期もしくは 

産後半年くらいまでの間、家事や育児支援のヘルパー等

の利用に対する助成制度を検討して欲しい。産後間も 

ない母親が家事や育児支援のサービスを利用しやすい 

環境を整え、母子の安定した愛着形成や育児不安の  

解消を図るべき。 


